大分市障がい者就労応援企業認定制度実施要領
　（趣旨）
第１条　この要領は、障害者就労施設等（国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成２４年法律第５０号）第２条第４項に規定する障害者就労施設等をいう。以下同じ。）の事業活動を支援する事業者を大分市障がい者就労応援企業として認定することにより、障害者就労施設等の受注の機会の増大を図り、障がい者の就労を促進するため実施する大分市障がい者就労応援企業認定制度に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（認定要件）
第２条　市長は、市内の障害者就労施設等に対して次の各号いずれかの取組を行っている事業者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）若しくは同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者又は障害福祉サービス事業を行う者を除く。）を大分市障がい者就労応援企業として認定するものとする。
　⑴　１年間に５万円以上の物品又は役務の発注
　⑵　販売場所の提供
　⑶　作業等についての技術的な助言や実習、見学の受入等
　⑷　前各号に掲げるもののほか、障がい者の就労支援に資すると認められる取組
　（認定の申請）
第３条　大分市障がい者就労応援企業の認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、大分市障がい者就労応援企業認定申請書（様式第１号）に申請に係る取組内容等について（様式第２号）その他の必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。
　（認定）
第４条　市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、認定の可否を決定し、適当であると認めたときは大分市障がい者就労応援企業認定通知書（様式第３号）により申請者に通知するとともに大分市障がい者就労応援企業認定マーク（様式第４号）を交付し、認定要件に適合していないと認めたときは大分市障がい者就労応援企業不適合通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。
　（認定事項の変更等）
第５条　大分市障がい者就労応援企業の認定（以下「認定」という。）を受けた者（以下「認定事業者」という。）は、名称、所在地、代表者その他の認定の申請事項に変更が生じたときは、速やかに大分市障がい者就労応援企業認定事項変更等届出書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
　（認定の辞退）
第６条　認定事業者は、認定を辞退しようとするときは、大分市障がい者就労応援企業認定辞退届出書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。
　（認定の取消し）
第７条　市長は、認定事業者が次のいずれかに該当したときは、認定を取り消すことができる。
　⑴　偽りその他不正な手段により認定を受けたことが明らかになったとき。
　⑵　重大な法令違反等の不正な行為があったと認められるとき。
２　市長は、前項の規定により認定を取り消したときは、大分市障がい者就労応援企業認定取消通知書（様式第８号）により、当該取消しに係る認定事業者に通知するものとする。　

　（公表）
第８条　市長は、認定を行ったときは、当該認定に係る認定事業者について、市のホームページ等において公表するものとする。

　（実地調査等）
第９条　市長は、必要があると認めるときは、認定事業者に対して、実地の調査又は説明を求めることができる。
　（その他）
第１０条　この要領に定めるもののほか、大分市障がい者就労応援企業認定制度に関し必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則
　この要領は、平成３０年１０月１日から施行する。
附　則

　この要領は、令和６年１０月１日から施行する。

